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第4章

歯の老化の経時的データ

◉―― はじめに
　漢字の 「齢（よわい）」 の字義には歯数と歳の関係が含まれる。したがって、 「歯」
についてよく理解することは、 「齢（とし）」 を知るための必要条件である。司馬遼太
郎氏は、 『近代以前は、歯が、寿命の信号だった。漢字の 「歯」 が年齢と言う意味を
兼ねていることでも、そのことがわかる』1） と書いている。
　歯は、人の成長とともに、ほぼ正確な時期に、ほぼ決まった順に生えてくる。乳
歯は2歳半で生え揃う。永久歯は 「6歳臼歯」 とも呼ばれる第一大臼歯の萌出のあと、
順に乳歯と交代し、12歳で第二大臼歯が生えて大人の歯列を完成させる。 「親知ら
ず」（第三大臼歯）によって、われわれは、今度は自分が親になるべき生物学的時期
だと教わる。
　司馬の話題は発育や成熟ではなく、寿命である。わが国の歯科界は、25年ほど前
から 「8020」 運動2）を発想、提唱、展開している。日本人の寿命が、歯の寿命よりも
随分長くなりそうだと気付いたその折り、年寄りになってからも自分の歯で噛める
ことが大切であると説いた。この運動は国民によく行き届いた。
　実際の日本人では、歯数と年齢の関係はどうなっているであろうか。那須と中村
は、1980年代から歯科疾患の世代差をテーマとした研究3）を続けている。高齢者の
定義について討論する今回の機会に、改めて一人当たりの歯数を題材にして分析し
直してみた4）。

◉―― 研究方法
1．資料
　わが国には昭和32年（1957年）から6年に一度、厚生労働省により実施され、平成
23年（2011年）で10回目を数える 「歯科疾患実態調査」 がある。約半世紀にわたる資
料には、明治生まれから平成生まれに至る日本人の、性・年齢別の歯科に関する統
計データが含まれる。
2．方法
　①この資料を活用して、性別に、年齢×調査年のコウホート表（16あるいは17年
齢階級×10調査回の行列）データを作成した。②この表を基に、歯数の等計量線図

（地図の等高線に相当する図）を描き俯瞰的に観察した。③中村のBayesian Age-
Period-Cohort（APC）モデル 5）を用いて、コウホート表データから、年齢効果、調査

注） 原語cohort：社会科学系ではコウホートないしコーホートと表記され、特定の出来事（ここでは出
生）を経験した年次によって規定される一群を指す。訳語としてはコウホートに表記を統一した。
本報告書では出生年の差によるグループの差を分析している。
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年効果に加えて、斜め方向の世代別の成分すなわちコウホート効果を分離して取り
出す、いわゆるコウホート分析を実施した。中村のモデルでは、歯数を総平均効果

（全体の平均値）と、年齢効果・時代効果・コウホート効果の3効果に分離することに
なる。

◉―― 結果
1．等計量線図
　図1、2は男女別に、コウホート表の年齢を地図の経度に、調査年を緯度に見立て、
歯の本数を標高のように扱って等計量線（等高線）で描いたものである。横方向に年
齢軸、縦方向に調査年軸を取っている。
　斜めの線は出生年を示す。ある年に生まれた者はこの線の方向に斜めに移動す
る。この図では、図の右と下に示したように、明治13年（1880年）頃から平成12年

（2000年）頃までに生まれた世代まで、約130年の間に生まれた日本人が含まれる。
　観察すると、両図とも、全体的に縦方向の縞になっており、いつの時代において
も、歯の萌出と喪失が年齢に依存することがわかる。歯数は20歳代で28本を超え、
高齢になった後、図の右端では10本に満たないところまでその数を減らす。
　縦縞の乱れに着目すると、男性の歯数28本の等計量線（28本線）が昭和55年（1980
年）から平成8年（2000年）の間で凹んでいる。これは昭和25年（1950年）から昭和40
年（1965年）生まれのむし歯の多い世代が、30歳代までに歯を失っている姿である。
女性で、同時期に28本線が、男性ほどではないが、左に寄っているのも同様の理由
である。
　男女とも概ね40歳以上で、昭和50年（1975年）頃から縦の縞が右斜め方向に流れ
ているのがわかる。これは、昭和50年以前の垂直方向の縦縞が示す単に加齢によっ
て歯が抜けていた時代から、この時期を機に世代が若くなるにつれて歯が抜けにく
くなったことを示していると考える。この縞の右への流れ方は、図2の女性のほう
が図1の男性よりも強い。
　さて、今回のテーマである 「歯数と高齢者の定義」 について観察してみたい。わ
が国では、高齢者は65歳が境界年齢である。昭和32年（1957年）当時の65歳の歯の
本数は、男性では15本であった。15本線をたどると平成23年（2011年）では78歳で
ある。この54年の間に13歳分、年齢を延ばしたことになる。女性では、1957年の65
歳は約10本であった。平成23年の10本線は82歳であり、この間に17歳分延ばした。
ここで興味深いのは、昭和時代の65歳の歯数は、現在では男女ともおよそ80歳の
歯数となった点である。 
　もう一点、8020運動で話題の歯数20本の等計量線について、その変化をたどって
みる。 
　男性の20本線は昭和32年（1957年）では55歳であったが、平成23年（2011年）で
は68歳になり、13歳分年齢を延ばした。女性の20本線は昭和32年で48歳、平成23
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図1   日本人平均永久歯歯数の等計量線図（男性）

図2   日本人平均永久歯歯数の等計量線図（女性）
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年で68歳と、20歳分年齢が延びた。女性のほうが20本線の延長年数が多かった。そ
の結果、現在の20本の歯数においては、男女とも68歳で同年齢であり、ここでも男
女同等になった。
　さらに、図の縦縞の右方向への歯数増加の流れは、今後当分の間（数十年間）続く
ことが容易に想像できる。また、この流れ方は女性のほうが強いので、いま現在ま
さに、歯数において女性が男性を追い越している真最中である。
2．コウホート分析
　図3にコウホート分析の結果を示す。まず、総平均効果は、男性が20 . 4本、女性
が18.9本で、通算10回にわたる調査全体の平均歯数は、男性のほうが女性のよりも1.5
本多い。女性は男性に比べて歯数は退化傾向があるので、もともと歯の本数が少な
いことに加え、調査期間全体では女性のほうが歯を早く失っていた結果である。
　時代効果、年齢効果、コウホート効果の3効果のうち、まず目を引くのは年齢効
果の変化幅の大きさであり、3効果の中で最も大きい。年齢と歯の本数とは強い関
係があることがわかる。永久歯は、萌出開始から歯が生えそろう20歳代まで増加し
て最大本数となり、30～34歳から減少を開始する。50歳代以降は5歳につき2ない
し3本の割合で、ほぼ直線的に減少している。女性は男性に比べて萌出開始年齢が
早く、また喪失開始年齢も早い。
　時代効果は、調査開始早々から低下し、昭和50年（1975年）から昭和62年（1987年）
の間に最も低くなり、平成5年（1993年）で増加に転じ、以後増加は継続している。
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これは平成時代の明確な歯数の増加を示し、特に平成11年（1999年）以降は、調査が
1回進むと（6年当たり）、男性は0.7本、女性は1.0から1.1本の増加をみる。時代の
進みと歯数の増加については、女性のほうが優勢である。これらの傾向は、2011年
においても衰えてはいない。
　コウホート効果は、大正10年頃生まれた世代を境に明治生まれで低く、昭和生ま
れ以降で高い。明治生まれの女性は同時代の男性よりも歯数が1ないし2本少なく、
戦後から昭和40年ごろ生まれまでの女性は、反対に男性より歯数が約1本多い。そ
の結果、変化幅は男性で4 . 8本、女性で6 . 6本であり、女性の改善幅が大きい（平成
生まれの比較的新しい世代のコウホート効果の減少は、乳歯齲蝕の減少に伴う、永
久歯萌出の遅延によるものと考えている）。

以上、今回の研究から、
①基本的に歯数は歳を表し、歯数は加齢とともに減少し、40歳以降の減少割合は5

歳につき2～3本となる。コウホート別では昭和生まれで増加に転じた。
②高齢者の定義年齢である65歳について、歯数でみると、昭和時代の 「65歳の歯数」

は、現在では80歳前後の歯数に相当し、単純に歯数を高齢者の定義を決めるため
の前提条件とすれば、高齢者の定義は80歳となる。つまり、高齢者の定義は変わ
ることとなる。

さらに、
③咀嚼機能の発揮に十分な歯数とされる、8020運動で言う「歯数20本」は、昭和32

年に男で55歳、女で48歳と差があったが、平成23年の歯数20本は、男女とも68
歳となり、歯数の上で男女同等となった。

④今後しばらくの間（数十年間）は、世代が新しいほど、また、女性のほうが男性よ
り、歯数の改善が見込まれ、現在、歯数による高齢者の定義は変化の途中にある
と言うことになる。

といえよう。

◉―― 考察
　もともと私たちには、2種類の年齢がある。すなわち、戸籍上の 「年齢」 と、健康
上あるいは生活機能上の 「年齢」 とである。今回の各分野からの報告をみても、現
代の高齢者はどうやら、以前の同年齢に比べて健康になり、若返っているようであ
る。歯数の動向から、日本人の歯の健康はこの50年間に徐々に改善している。この
傾向にはコウホート効果が認められるため、さらに数十年続き、世代が若くなるほ
ど、歯が本来の寿命を全うできる方向に着実に向かっていることがわかった。
　高齢者の定義には、上述の2つに加えて年金受給 「年齢」 という社会保障上の問
題があるが、ここでは、主に高齢者の歯数と社会生活の関連について考察したい。
　そこで、提案したいのが歯数と参画型社会貢献のモデルである。歯数と関係につ
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いて命題の積み重ねを試みる。
①歯（と義歯）があると、構造（歯の数）が満たされる。
②構造（歯の数）が満たされると、機能（咀嚼能力）が十分に発揮できる。
③機能（咀嚼能力）が十分に発揮できると、生活 ［ADL（activities of daily living）/

IADL（instrumental ADL）］ の自立を得られる。
④生活（ADL/IADL）の自立が得られると、社会参画（パーティシペーション）が可

能になる。
　この①から④までの命題で、まず①は今回の研究から改善が明らかになった。②
については、平野らの研究があり、咀嚼には、歯（義歯を含む）が揃っていること、
噛む力があることなどが必要条件となる 6）。③については、那須と齋藤の研究があ
る。日本大学の縦断調査によるADL/IADLに基づく 「健康余命」 を目的変数にした
研究で、よく噛める高齢者の平均余命はやや長い程度であったが、健康余命は高齢
者の広い年齢層にわたって、よく噛める高齢者のほうが明確に長い値を示した7）。
　④についての手持ちのデータはないが、生活が自立している人は、自分が望む社
会参画が可能になり、高齢者であっても、個人の利害を超えた社会貢献ができる喜
びを得ることができるはずである。そして社会に関わること、すなわち社会参画は

「生き甲斐」 の素になる、という論法である。
　歯科界は、この四半世紀にわたって8020運動を進めてきた。この運動の開始に
よって、何か特別の歯科保健活動が始まったわけではない。歯科保健が目指すべき

「自分の歯で噛むことの大切さ」 を誰でも分かる言葉で示すことにより、それまで、
日本中で個別に行われていた歯科保健に 「一本の道筋」 ができ、子供から大人まで
各人が人生80年を見通して、それぞれの年齢に合った予防の考えをもつことがで
きただけのことである。何をすればよいかは、日本人なら誰でも知っていた。8020
運動はそれで成功したのだと思う。
　ここでも 「社会参画」 の大切さと尊さを高齢者の理想的な姿として示すことによ
り、歯の健康はともかく、この数十年の間にわが国の高齢者が手にしたあらゆる 「健
康」 の使い道を人々は理解するはずである。日本人なら誰でも自分で考えるだけの
素養がある。
　「健康」 も 「参画」 も個人に属する。何に参画するかは、本人が 「自由」 に考えれば
よい。自分の持ち味を生かす場面、社会の役に立つ場面は必ずある。 「参画社会」8） を
提唱した川喜田二郎氏は、ここで大切なのは 「互いの激励（エンカレジメント）」で
あるとしている。

◉―― 結論
　漢字の齢の字義には歯数と歳の関係が含まれる。
　1957年に始まる歯科疾患実態調査のコウホート分析により、明治生まれから平成
生まれまでの日本人成人の歯数を概観した。
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　全体的に歯数は加齢により大きく減少する。コウホート別では昭和生まれで歯数
が増加に転じた。昭和時代の65歳の歯数は、今では80歳前後に相当し、歯数を前
提にすれば高齢者の定義は変わる。咀嚼機能の発揮に十分な歯数とされる20本は、
1957年に男性で55歳、女性で48歳であったが、2011年では男女とも68歳となり、
歯数の上で男女同等となった。さらに若い世代の歯数改善が見込まれている。歯数
によると高齢者の定義は変化の途中にあることになるといえる。
　歯の健康で若返った分は、高齢者の定義を後ろに遅らせてもよいが、歯や口腔の
機能を利用して、豊かな食事の摂取、日常生活自立を確保し、それによって社会参
画を実現して、生きいきと健康な人生を送ることに使うのがよいとも考える。

謝辞
　情報・システム研究機構統計数理研究所 中村　隆教授には、コウホート分析の開
発者として、また共同研究者として、一方ならぬご協力をいただきました。ここに
感謝申し上げます。

1）	 司馬遼太郎：「風塵抄」. 産経新聞, 1987年11月2日付．
2）	 成人歯科保健対策検討会：成人歯科保健対策検討会中間報告 （配布資料）. 厚生省, 東京, 1989, 4-5.
3）	 那須郁夫, 森本　基, 中村　隆: 下顎第1大臼歯齲蝕経験のコウホート分析 歯科疾患実態調査報告資料によ

る. 口腔衛生学会雑誌1984; 34： 240-7.
4）	 那須郁夫, 中村　隆: 日本人永久歯歯数のAge-Period-Cohort分析. 歯科疾患実態調査による, 老年歯科医

学, 投稿中．
5）	 Nakamura T： Bayesian Cohort Models for General Cohort Table Analyses. Ann Inst Stat Math 1986; 

32（B）: 353-70．
6）	 平野浩彦, 渡辺　裕， 石山直欣， 渡辺郁馬， 鈴木隆雄， 那須郁夫： 老年者咀嚼能力に影響する因子の解析. 

老年歯科医学 1995; 9： 184-90．
7）	 那須郁夫, 齋藤安彦： 全国高齢者における健康状態別余命の推計、とくに咀嚼能力との関連について. 公

衆衛生雑誌2006; 53： 411-23．
8）	 川喜田二郎： 参画社会を実現せよ. 自由1969; 11（5）: 75-85．

◇ 文献



48

第5章

精神心理的老化の
経時的データ

◉―― はじめに
　本章では、心理的老化の指標として、知的機能および主観的幸福感等の生活に対
する心理的評価を中心として、この10年程度の年代別の平均値の経時的変化を検
討した。そのために、同じ心理的指標について、最近数年間	［平成20年（2008年）以降］	
およびその10年ほど前	［平成10年（1998年）前後］	に同一の集団に実施して得られ
た年代別集計（5歳または10歳刻み）のデータを比較することを方針とした。
　その結果、精神心理的な指標の縦断的検討は少なく、政府関係の統計データ、公
表されている縦断研究・パネル調査の一部に該当するデータを見つけることができ
た。また、著者が2004年に東京都A市で実施した調査を2015年に再実施した結果
を合わせて報告する。

◉―― 研究方法
1．政府関係の統計データ
　内閣府が実施している	「高齢者の健康に関する意識調査」	において、生きがい、
生活への満足感、要介護になる不安感といった心理的評価への該当・非該当に関し
て、平成8、14、19、24年度の経時的調査の結果が、5歳ごとの年齢段階別に公表さ
れていた。そこで、平成14年度（2002年）または平成8年度（1996年）と24年度（2012年）
調査の結果を比較することとした。
2．縦断研究・パネル調査
　国立長寿医療研究センター・老化に関する長期縦断疫学研究（National	 Institute	
for	Longevity	Sciences-Longitudinal	Study	of	Aging；NILS-LSA）の中に、個別式
知能検査の1種であるWAIS-Rの下位尺度のいくつかが調査内容として含まれてお
り、約2 ,400人を対象とした縦断的調査の成果が、10歳刻みでの集計結果であるが
公表されている。調査対象地域は、長寿医療研究センターの所在する愛知県大府市

（人口約7万人）および近隣の知多郡東浦町（人口約4万人）であった。
　調査対象者のサンプリングは、性差や年代差をみるために参加者は男女および40
歳代、50歳代、60歳代、70歳代の10歳ごとの人数を各300人程度として、対象地域
から無作為抽出され、追跡調査ではコウホートの人数を維持するため、80歳以上を
除いて、ドロップアウトした人数を補うため、無作為抽出により性・年齢別にマッ
チした参加者を新たに加えたダイナミックコウホートとしていた。調査は平成9年

（1997年）、12年（2000年）、14年（2002年）、16年（2004年）、18年（2006年）、20年（2008
年）、22年（2010年）の7回にわたって実施された。本研究では、WAIS-Rの言語性知
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能の下位尺度である知識、類似、数唱と動作性知能の下位尺度である絵画完成、符
号を対象として、公表されている10歳刻みの調査結果（平均値）を活用することとし
た。ただし、知能検査の内容によっては、繰り返し受検することで生じる練習効果が
生じ、それを公表されている平均値から推定し、除去することは難しい。第1回のデー
タは練習効果を一切含んでいないため、反復効果を含んだ数値として第2回（2000年）
と第7回（2010年）を比較することとした。なお、数唱については、2002年より測定を
開始したため、2002年と2010年を比較した。なお、40歳代のデータについては毎回、
大きく新規の対象者に入れ替えが生じるために、本研究では分析対象から除外した。
3．東京都Ａ市で実施した調査結果
　東京都Ａ市において、市の協力を得て、2004年3月と2015年3月に65歳以上の在
宅高齢者からそれぞれ無作為抽出した対象者に郵送調査を実施した。2004年調査で
は、2,002人に調査票を送付し、1,185人（59 .2％）から回収できた。2015年調査では、
1,500人に調査票を送付し、731人（48 .7％）から回収できた。回収例の中から、性・年
齢の記入があり，要介護認定の申請していない人だけを解析対象に選び、2004年調
査では865人、2015年調査では608人を分析対象とした結果を用いた。ここでは、認
知記憶機能の自己評価（表情認知、環境認知、一般的な記憶、忘却、自伝的記憶、展
望記憶：14点満点）と心理的QOLのうち満足感（4点満点）を、65〜84歳について5
歳ごとの年代別平均得点を報告する。

◉―― 結果
1．高齢者の健康に関する意識調査（内閣府）
◦生きがい（図1）
　2002年には調査されていなかったため、1996年と2012年の結果を比較すると、
各年代とも生きがいを感じている割合が増加していた。特に60歳代後半と70歳代
前半の上昇率が大きく、これらの年代が生きがいを感じている割合が接近したまま
上昇することで、2012年では、1996年と比べ、70歳代前半と70歳代後半との差が大
きくなっていた。
◦生活への満足感（図2）
　2002年と2012年の結果を比較すると、70歳代前半では上昇していたが、60歳代
後半では下降するなど、10年間の変化には一貫した効果はみられなかった。
◦介護が必要となることへの不安感（図3）
　2002年と2012年の結果を比較すると、70歳代後半で大きく上昇していたが、他
の年代ではほぼ横ばいであった。その結果、2012年には、70歳代後半は80歳代に接
近し、70歳代前半とは差が大きくなった。
2．NILS-LSA
◦知識（図4）
　言語的な知識について説明を求める問題である。
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図1   生きがいを感じている割合 図2   日常生活への満足感を感じている割合

図4   NILS-LSA: WAIS-Rの「知識」平均得点

図3   介護が必要になることへの
　　　不安感を感じている割合
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　2000年では、60歳代と70歳代はほぼ同程度の平均得点であった。男女とも60歳
代の平均得点の上昇が著しいことによって、2010年では50歳代と60歳代がほぼ同
程度となり、60歳代と70歳代の得点には差が生じた。しかし、70歳代の平均得点も
上昇しており、2010年における70歳代の平均得点は、2000年における60歳代にほ
ぼ相当している。ただし、問いの性質上、反復による練習効果が得やすい特性があ
り、2000年と2010年の間の上昇率の推定については、さらに検討が必要である。
◦類似（図5）
　2つの言葉について、共通する概念を答える問題である。
　男性の80歳代を除いて、2000年の平均得点には、年代間に均等な差がみられた
が、男女とも50、60歳代の得点の上昇が大きく、2010年では、60歳代の平均得点は
70歳代よりも50歳代に接近した。70歳代の平均得点も上昇しており、2010年にお
ける70歳代の平均得点は、2000年における60歳代にほぼ相当している。ただし、類
似問題についても、反復による練習効果が得やすい特性があり、2000年と2010年の
間の上昇率の推定については、さらに検討が必要である。
◦数唱（図6）
　数字を用い、順唱（言われた数字をそのまま繰り返す：単純な短期記憶を反映し
ている）、逆唱（言われた数字を逆順に繰り返す：ワーキングメモリを反映している）
の両方を行う。
　2002年、2010年とも世代間でほぼ均等に平均得点の差がみられた。全年代で平均
得点の上昇が認められたが、年代差を越える変化ではなかった。逆唱はワーキング
メモリ課題であり、老化の影響を受けやすい難しい課題であることが要因である可
能性がある。しかし、男性の60歳代では、2010年の平均得点は、2002年の50歳代に
肉薄する得点となっている。この課題は、反復による練習効果が少ないため、平均
得点の上昇傾向は、同年代の得点における経時的変化の要素が強いと考えられる。
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図5   NILS-LSA: WAIS-Rの「類似」平均得点
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◦絵画完成（図7）
　部分的に欠けている絵を見て、その欠けている部分を答える問題である。
　2000年では、男性の70歳代と80歳代の間以外は、平均得点にほぼ均等な年代差
があったが、男女とも50、60歳代の得点の上昇が著しく、2010年では50歳代と60
歳代の平均得点が接近し、70歳代と80歳代の平均得点が接近した。その結果、60歳
代と70歳代の間の差が拡大した。しかし、70歳代も平均得点が上昇しており、2010
年の70歳代は2000年の60歳代よりも平均得点が高く、2000年の50歳代に接近し
た得点であった。ただし、絵画完成については、反復による練習効果が得やすい特
性があり、2000年と2010年の間の上昇率の推定については、さらに検討が必要で
ある。
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図7   NILS-LSA: WAIS-Rの「絵画完成」平均得点
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◦符号（図8）
　数字と対応した符号表をみて、ランダムに並んだ数字に対して，合致する符号を
記入していく課題である。
　2000年の平均得点は、年代間に均等な差があったが、男女とも50歳代と60歳代
の得点の上昇が著しく、2010年では、60歳代と70歳代の平均得点の差異が拡大した。
しかし、70歳代も平均得点が上昇しており、2010年の70歳代は2000年の60歳代の
平均得点に接近していた。この課題は、反復による練習効果が少ないと考えられる
ため、平均得点の上昇傾向は同年代の得点における経時的変化の要素が強いと考え
られる。
3．東京都A市での調査結果
◦認知記憶機能の自己評価（図9）
　平均得点は年代順となっていたが、どの年代も2004年と2015年を比較すると平
均得点が上昇していた。男性では、70歳代前半の平均得点は60歳代後半との差が
ほとんどなくなった。女性では、70歳代前半は、2004年には70歳代後半と平均得点
が接近していたが、2015年には60歳代後半と接近し、70歳代後半との差が大きく
なっていた。2015年の平均得点は、2004年の5歳若い年代の平均得点にほぼ相当し
ていた。
◦満足感（図10）
　年齢順による一貫した傾向はなかった。2004年と2015年を比較すると、女性はす
べての年代で、男性では80歳代前半以外では、上昇傾向であり、2015年のほうが平
均得点の年代別のばらつきが大きくなった。
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図8   NILS-LSA: WAIS-Rの「符号」平均得点
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◉―― 考察
　NILS-LSAにおける知的機能については、ほとんどの指標において、10年間にお
ける60歳代の上昇傾向が著しく、2010年においては、60歳代の平均得点は50歳代
に接近し、2000年に比べて70歳代の平均得点との差が大きくなる傾向があった。一
方で、70歳代の平均得点も10年間で上昇傾向にあり、70歳代の平均得点は10年前
の60歳代に相当する項目が多かった。ここで用いた平均得点は10歳刻みで求めら
れているため、各年代の前半・後半の特性の違いは不明であることと、項目によっ
ては反復実施による練習効果が考えられることから、10年間の上昇率の精密な推定
にはさらに検討が必要ではある。しかし、反復効果が少ないと考えられる数唱およ
び符号の結果を踏まえると、10年間の60歳代の得点の上昇は著しく、10年前の50
歳代に接近し、70歳代の得点の上昇は60歳代に比べると緩やかではあるが確実に
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図9   A市調査：認知記憶機能の自己評価の平均得点

図10   A市調査：満足感の平均得点
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上昇することで、10年前の60歳代の得点に接近または同等になっていると推察さ
れる。A市調査では年代を5歳刻みで集計した結果、認知記憶機能の自己評価につ
いて、2015年の年代別平均得点は、約10年前の2004年の5歳若い年齢層に相当する
得点となっていた。
　一方で、満足感といった生活全般に対する心理的評価については、全国的な政府調
査においてもA市調査においても、年齢による一貫した傾向が得られず、ほぼ10年
間の変化においても、年代による変化の傾向は多様で一定の傾向は見出せなかった。

◉―― 結論
　知的機能の平均得点は、この10年程度の間で上昇傾向にあり、2010年以降の平
均得点は、10年前の5〜10歳程度若い年代の平均得点に接近していた。60歳代は
NILS-LSAの結果では50歳代に接近しており、10歳刻みでは60歳代と70歳代の間
で相対的に大きな差がみられた。70歳代前半の動向はA市調査の認知機能の自己評
価から推測するしかないが、60歳代後半との差が小さくなり、70歳代後半との差が
大きくなっているようであり、70歳代前半と後半の間に相対的に大きな差がある可
能性が示唆された。一方で、生活全般に対する心理的評価の経時的変化は、年齢に
よって一定しておらず、能力の向上に応じた環境整備が社会的課題であると考えら
れる。
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次（2010年）］. http://www.ncgg.go.jp/department/ep/nilslsa.html

2）	 内閣府:「高齢者の健康に関する意識調査」. 平成8年度, 14年度, 24年度.
3）	 内藤佳津雄：痴呆予防と初期痴呆高齢者に対する日常生活支援の方法に関する研究. 平成15年度厚生労働

科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業）総合研究報告書.

◇ 文献



56

第6章

社会的老化の経時的データ

◉―― はじめに
1．社会的老化と年齢
　子どもが心身の発達と同時に社会生活の変化を経験し、社会的にも発達してい
くのと同様に、人生の後半においても、人は定年退職などの社会生活の変化を経
験する 1）。それが、社会生活の面での老い、 「老化の社会的側面（social aspects of 
aging）」 2）である。
　加齢に伴う社会生活の変化は、理論的には、社会的地位・役割の変化としてとら
えられる。人はだれでも多くの集団や組織に所属し、そこで何らかの位置づけ（社
会的地位）を得て、その地位にふさわしい行動（社会的役割）をするように期待され
ている。そこで、ある人の社会生活のありようは、その人がどのような社会的地位
にあり、どのような役割を与えられているかによって影響される。人生後半におけ
る社会的地位・役割の変化が、社会生活の加齢変化、 「社会的老化」 である。例えば、
職業生活からの引退は、職業上の地位・役割の喪失という変化である。これが典型
的に表れていたのが、例えば江戸時代の藩主の隠居であった。当主の地位と役割を
跡継ぎに譲り、大殿（将軍であれば大御所）という新しい地位・役割を得た。これが

「老いた人」 への移行にほかならない。
　藩主の隠居は、本人の心身の状態や希望、藩の事情によって起こるものであるか
ら、暦年齢とは無関係である。社会的地位・役割の変化によって生じる社会生活の
加齢変化は、元来、暦年齢とは無関係なものなのである。しかし、それではあまり
にも不便なので、現代社会では暦年齢で老いた人の定義をすることが広く行われて
おり、一般にそれが当然のことと受けとめられている。 「老人」 という言葉を避けて

「高齢者」 と表現するようになってからは、年齢の優位がいっそう強められた。その
結果、 「老いた人」 とは何かという問いが、 「高齢者とは何歳からか」 という問いに
すり替えられてしまうのである。
　社会生活の加齢変化が暦年齢と無関係であるとはいっても、社会的地位と役割は
一般に年齢に応じて配分されているから、特定の年齢の人々が、ある特定の地位・
役割の変化を経験することになりがちではある。しかも、現代社会では年齢のほう
が優先されているから、本人の希望や条件とは関係なしに、一定の年齢に到達した
ことをもって、社会的地位・役割の変化が強制的に起こされることがある。定年退
職は、その好例である。しかし、 「それでは本末転倒なのではないか」 とか、 「暦年
齢に基づく定義が現実に合わなくなったらどうするのか」 といった議論は当然起こ
りうる。本ワーキンググループの検討は、コウホート差によって、年齢に基づく 「老
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いた人」 の定義が，現実に合わなくなっているのではないかという問題意識から出
発したものである。
2．社会生活の加齢変化にみられるコウホート差
　社会生活の加齢変化にも、おそらくコウホート差はある。それは、例えば職業生
活からの引退時期の変化である。しかし、社会生活の加齢変化には時代差が非常に
大きく表れる。例えば、バブル経済の真っ只中で定年年齢を迎えた人と、リーマン
ショック後に定年年齢を迎えた人では、定年退職後の就業に大きな差が生じた。そ
の時々の雇用政策も当然影響する。しかも、ある一時点に定年年齢を迎える人は、
1つの出生コウホートに属する人に限られることから、aging effect、cohort effect、
period effectを分離するのは非常に困難であるし、かなり大きな地域差もある。
　そしてさらに、心身の機能の老化については、それを遅らせるのが望ましいと言
えるのに対して、社会生活の加齢変化の場合、それを遅らせるのが望ましいとは限
らない。生涯現役を望む人がいる一方で、気力・体力が十分あるうちに職業生活か
ら引退して、現役時代にはできなかったことを始めようとする人もいて、それを咎
めることはできない。それは個人の選択の問題であり、その人なりのサクセスフル・
エイジングであるかもしれないからである。また、年金財政のことだけを考えれば、
職業生活からの引退年齢を遅くすることが望ましいのかもしれないが、高齢者の就
業が若年層の失業や不安定就労を引き起こしているとすれば、違う評価にならざる
をえない。
　このように、社会的老化については、心身機能の老化とは異なる考え方・扱い方
が必要になるのであるが、ここでは、職業生活からの引退、所得の不平等、家族構
成の変化の3点に絞って、国の統計により、その経年的変化をみていくことにする。

◉―― 研究方法
　職業生活からの引退については 「労働力調査」（総務省）、所得の不平等について
は 「全国消費実態調査」（同）、家族構成の変化については 「国勢調査」（同）の結果に
よった。

◉―― 結果と考察
1．職業生活からの引退
　わが国の就業者の総数はすでに減少局面に入っているが、65歳以上の就業者数は
増加している。このため、全就業者に占める65歳以上の人の割合は、1980年の4.9％
から2010年の9.1％に増加している（表1）。70歳以上の人の割合も同様である。言
うまでもなく、これは人口高齢化の影響である。
　ところが、65歳以上の人口に占める就業者の割合は低下しており、特に男性で顕
著な減少がみられる。ただし、ここには高齢人口の高齢化、つまり65歳以上人口に
占めるより高齢な人の増加も反映されているから、年齢の上限を区切っての比較が
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必要である。
　65～69歳に限って就業率の変化をみると、女性ではほぼ横ばい、男性では1980年
の58 .4％から2005年の45 .0％へと低下している。男女とも2010年に若干上昇して
いるが、これには65歳までの継続雇用などを義務づけた高年齢者雇用確保措置が、
2006年4月に発効したことが影響していると考えられる。社会生活の加齢変化に
時々の政策が反映されることの好例でもある。
　表2は、就業率の加齢変化にみられる出生コウホートによる差を示したものであ
る。男女とも、新しいコウホートほど、高い位置から始まって、加齢に伴いより急
速に低下している。なお、1945～1949年生まれのコウホートでは、男女とも65～69
歳時の就業率が前のコウホートより高くなっているが、これは前述の高年齢者雇用
確保措置の影響である。また、表2の最初のコウホートと最後のコウホートの間に
は30年の開きがあり、この間には自営業や農業従事者の減少など就業構造の大き
な変化があったことにも留意する必要がある。
2．所得の不平等度
　所得の不平等度は、年齢が高くなるほど、経験や実績の差を反映して大きくなる
ことが知られている。高齢期ではそれに就業の有無による差が加わる。 「全国消費
実態調査」 の2009年のデータで世帯主の年齢階級別に年間所得のジニ係数（所得の

（総務省「労働力調査」より）

表1   就業率の変化

年

就業者数（万人）
全就業者に占
める割合 （％）

就業率 （％）
65歳以上の
就業率 （％）

65～69歳の
就業率 （％）

総数
65歳
以上

70歳
以上

65歳
以上

70歳
以上

65歳
以上

70歳
以上

男性 女性 男性 女性

1980
1985
1990
1995
2000
2005
2010

5 ,536
5 ,807
6 ,249
6 ,457
6 ,446
6 ,356
6 ,298

274
295
357
438
482
495
570

113
136
161
191
227
245
269

4 .9
5 .1
5 .7
6 .8
7 .5
7 .8
9 .1

2 .0
2 .3
2 .6
3 .0
3 .5
3 .9
4 .3

25 .8
23 .9
24 .1
24 .2
22 .1
19 .2
19 .4

17 .2
16 .6
16 .5
16 .2
15 .4
13 .1
13 .6

40 .1
36 .2
36 .0
36 .5
33 .1
28 .7
27 .8

15 .4
15 .4
16 .0
15 .5
14 .3
12 .6
13 .1

58 .4
53 .9
53 .2
52 .5
48 .6
45 .0
46 .8

25 .8
26 .4
27 .6
26 .9
25 .1
23 .7
26 .9

（総務省「労働力調査」より）

表2   出生コウホート別にみた就業率の変化（％）

出生年
男性 女性

50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳

1915～1919年
1925～1929年
1935～1939年
1945～1949年

94 .6
93 .6
95 .3
95 .2

86 .8
89 .9
91 .5
90 .0

69 .2
69 .3
65 .1
65 .9

52 .5
48 .6
45 .0
46 .8

58 .5
60 .0
64 .5
65 .8

49 .9
52 .9
56 .0
56 .7

39 .0
38 .7
37 .8
39 .0

26 .9
25 .1
23 .7
26 .9
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不平等度を表す）を比較すると、世帯主が30歳代の世帯では0.233であるのに対し、
世帯主が60歳代の世帯では0.327である（表3）。
　全世帯のジニ係数の変化をみると、1984年の0.288から2009年の0.311へと25年
間にかなり上昇し、日本社会における経済格差の拡大を示している。ところが、ジ
ニ係数の変化を世帯主の年齢階級別にみると、若年層ほど上昇が急で、60歳代と70
歳以上ではむしろ低下している。若年層での経済格差の拡大は、しばしば指摘され
ているように、非正規雇用の増加によるところである。他方、高齢層での格差の縮
小は、就業率の低下と、公的年金への依存度の増大によるものと考えられる。なお、

「全国消費実態調査」 のデータは2人以上の世帯に限られているので、次に述べる一
人暮らし高齢者の増加の影響を適切に反映していない可能性がある。
3．家族構成
　表4は、65歳以上の人の家族構成の変化である。1960年からの50年間に、親族（主
として子ども）と同居している人の割合は急速に低下し、一人暮らしと夫婦のみが
増加している。2010年の国勢調査で、一人暮らしと夫婦のみの人の割合を性・年齢
階級別にみると、男性では55歳を過ぎると夫婦のみが多くなっている（表5）。他方、
女性では、やや早く夫婦のみが増え始め、70歳を過ぎると減少して、一人暮らしの
割合が増加する。これは、子どもの独立、夫婦の年齢差、そして死亡率の性差の影

（総務省「全国消費実態調査」より）

表3   世帯主の年齢別にみた年間所得ジニ係数の変化

年 全世帯平均 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

1984
1989
1994
1999
2004
2009

0 .288
0 .293
0 .297
0 .301
0 .308
0 .311

0 .212
0 .213
0 .213
0 .220
0 .223
0 .233

0 .242
0 .242
0 .241
0 .242
0 .242
0 .260

0 .288
0 .283
0 .277
0 .277
0 .284
0 .285

0 .361
0 .358
0 .354
0 .336
0 .336
0 .327

0 .396
0 .391
0 .385
0 .347
0 .343
0 .310

（国勢調査のデータより）

表4   65歳以上高齢者の家族構成の変化（％）

年 一人暮らし 夫婦のみ 親族（子）と同居 その他

1960
1965
1970
1975
1980
1985
1990
1995
2000
2005
2010

3 .8
4 .6
5 .3
6 .6
7 .8
9 .2
10 .9
12 .1
13 .8
15 .1
16 .4

7 .0
9 .1
11 .7
15 .1
18 .1
20 .6
24 .1
27 .8
30 .9
32 .6
33 .7

86 .8
83 .8
79 .6
74 .4
69 .8
65 .5
60 .6
55 .9
50 .5
46 .8
43 .7

2 .4
2 .5
3 .4
3 .9
4 .3
4 .7
4 .4
4 .3
4 .8
5 .6
6 .2
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響によるものである。
　年齢を区切って、一人暮らしの割合の変化をみると、男女いずれの年齢階級を
とっても、急速に増加していることがわかる（表6）。夫婦のみも同様である（表7）。
男女とも、一人暮らしと夫婦のみが増加し、男性では夫婦のみ、女性では一人暮ら
しの増加が顕著である。
　一人暮らしの割合を出生コウホート別にみると、男女とも、新しいコウホートで
やや高いということができる（表8）。他方、夫婦のみではコウホート差がより顕著
で、夫婦のみの割合は、男女とも新しいコウホートで高くなっている（表9）。なお、

（国勢調査のデータより）

表6   一人暮らし高齢者の割合の変化（％）

年
男性 女性

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳

1990
1995
2000
2005
2010

4 .7
6 .0
7 .6
9 .5
11 .9

4 .9
5 .7
7 .6
9 .1
10 .7

5 .6
6 .1
8 .4
9 .4
10 .3

6 .3
6 .9
9 .0
10 .6
10 .9

14 .6
14 .6
15 .2
15 .0
15 .2

16 .9
18 .1
19 .0
19 .4
19 .6

16 .2
19 .3
22 .0
23 .0
24 .3

13 .3
16 .5
20 .6
23 .5
26 .0

（国勢調査のデータより）

表7   夫婦のみ高齢者の割合の変化（％）

年
男性 女性

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳

1990
1995
2000
2005
2010

39 .8
42 .2
43 .6
42 .7
41 .6

38 .9
42 .6
45 .7
47 .0
46 .9

34 .2
38 .5
42 .3
45 .2
47 .3

26 .8
31 .8
35 .8
38 .9
42 .3

27 .1
32 .2
36 .4
38 .2
39 .0

18 .5
23 .6
29 .3
33 .4
35 .8

10 .5
13 .6
18 .2
23 .5
27 .4

4 .6
6 .3
8 .5
11 .9
15 .9

（国勢調査のデータより）

表5   性・年齢階級別にみた一人暮らしと夫婦のみの高齢者の割合（2010年，％）

年
男性 女性

一人暮らし 夫婦のみ 一人暮らし 夫婦のみ

40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳

15 .9
15 .6
15 .2
15 .5
13 .9
11 .9
10 .7
10 .3
10 .9

8 .7
8 .7
11 .7
19 .3
30 .3
41 .6
46 .9
47 .3
42 .3

7 .8
7 .6
7 .9
9 .5
11 .9
15 .2
19 .6
24 .3
26 .0

8 .7
9 .8
15 .2
25 .2
34 .7
39 .0
35 .8
27 .4
15 .9
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（国勢調査のデータより）

表8   出生コウホート別にみた一人暮らし高齢者の割合の変化（％）

出生年
男性 女性

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳

1921～1925年
1926～1930年

4 .7
6 .0

5 .7
7 .6

8 .4
9 .4

10 .6
10 .9

14 .6
14 .6

18 .1
19 .0

22 .0
23 .0

23 .5
26 .0

（国勢調査のデータより）

表9   出生コウホート別にみた夫婦のみ高齢者の割合の変化（％）

出生年
男性 女性

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳

1921～1925年
1926～1930年

39 .8
42 .2

42 .6
45 .7

42 .3
45 .2

38 .9
42 .3

27 .1
32 .2

23 .6
29 .3

18 .2
25 .0

11 .9
15 .9

表8と表9の出生コウホートは、隣接する5年のコウホートであるから、家族構成
の変化がいかに急速に進んでいるかが明らかである。

◉―― 要約と結論
　加齢に伴う社会生活の変化 （「社会的老化」） は、理論的には社会的地位と役割の
変化である。この考え方に忠実であろうとすれば、特定の社会的地位・役割の変化
を経験した人を 「老いた人」 「老人」 と定義することになる。特定の地位・役割の変
化は、ある特定の年齢の人に起こりがちではあるが、年齢に完全に依拠するわけで
はないから、暦年齢で 「老いた人」 の定義をするのは無意味なことであると言わな
ければならない。
　しかし、それではあまりにも不便であることから、現代社会では暦年齢で 「老い
た人」 の定義をすることが広く行われている。 「老人」 という言葉を避けて 「高齢
者」 と表現するようになってからは、年齢の優位が確立され、一般にそれが当然の
ことと受け止められている。そして、定年退職のように、本人の希望や条件とは無
関係に、一定の年齢に到達したことをもって、社会的地位・役割の変化が強制的に
起こされることがある。しかも、社会生活の加齢変化の場合、心身機能の加齢変化
の場合とは異なり、それを遅らせるのが望ましいとは限らない。
　出生からの経過時間である暦年齢は、その人の心身の機能水準を大まかに表す、
きわめて簡便で客観的な指標である。制度を設計し運用していく際に暦年齢を基準
とするのは容易であり、それ以外の方法を採るのが困難なことも多い。しかし、暦
年齢そのものは、きわめて情報量の乏しい指標であって、心身の機能や社会生活の
実態との対応関係も、コウホート差によって大きくずれることがありうる。また、
制度の設計・運用の際に暦年齢を基準としないことも、まったく不可能なわけでは
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ない。例えば、老齢年金の支給開始でさえ、暦年齢ではなく、加入期間と職業生活
からの引退によって決めることが可能である。
　現代社会、特に現在の日本の社会は、暦年齢を重視しすぎているのかもしれない。
暦年齢によって人を分類し、その社会生活や意識を規制するのは本末転倒である。
高齢化が進んだ現代社会にあって実現を目指すべきなのは、年齢にかかわらず、希
望と能力に応じて参加と活動を可能にするエイジフリーな社会である。

1）	 古谷野　亘，安藤孝俊：改訂・新社会老年学；シニアライフのゆくえ. ワールドプランニング，東京，2008.
2）	 Tibbitts C: Handbook of Social Gerontology; Social Aspects of Aging. University of Chicago Press, 

Chicago, 1960.

◇ 文献
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高齢社会の定義に関する
予備的検討

◉―― はじめに
　本ワーキンググループでは、高齢社会という用語の定義についても予備的検討を
行った。高齢社会の進展は世界的な現象であり、高齢者（65歳以上）人口割合に基づ
いて、高齢化社会（7～14％）、高齢社会（14～21％）、超高齢社会（21％～）とする分類
が用いられてきたが、これらの区分は本来便宜的なもので、学問的なコンセンサス
は得られていない。しかし、国・地域の高齢化の進行に伴う政策上の優先度等を国
際的に議論するために、実務上よく使用されてきた。

◉―― 方法
　本研究データは、World	Data	Bank	Population	Estimates	and	Projections1）に掲
載のある国々の2015年と2050年の全人口および65歳以上高齢者人口データを抽出し、
65歳以上人口割合（高齢化率）を算出した。2015年データについては、65歳以上人口
割合を、7％未満、7～14％、14～21％、21％以上に区分し図示した。また、2050年のデー
タについては、65歳以上人口割合が28％以上となる国々について区分し、図示した。
データの図示に際しては、ソフトウェアQGIS	Desktop	バージョン2.8.2 2）を使用した。

◉―― 結果と考察
　図１に2015年における世界の高齢社会の分布を図示する。
　2050年の将来人口予測によると、21％を超高齢社会とした場合、ヨーロッパのほ
とんど、アジア・オセアニアの多く、米大陸のいくつかの国々が超高齢社会になっ
てしまい、分類としてはあまりにも偏っているように思われる（図2）。
　これに対し、28％以上を超高齢社会とすると、ヨーロッパの一部の国々、日本を
含むアジアの少数の国がこれに該当するのみであった（図3）。
　7％ごとの各段階を区切りとする高齢社会の分類は便宜的な区分とはいうもの
の、世界的に用いられており、従来の定義からの大きな変更は望ましくないと思わ
れることから、本ワーキングループとしては、従来通り65歳以上人口割合を基準と
して、以下の定義を用いることを提言したい。

提言：高齢社会の定義
7～14％ 高齢化社会（aging society)
14～21％ 高齢社会（aged society)
21～28％ 超高齢化社会（super-aging society)
28％～ 超高齢社会（super-aged society)
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図1   2015年の世界の高齢化率

図2   2050年の世界の高齢化率（従来の区分）

図3   2050年の世界の高齢化率（提言の区分）

〜7％
7〜14％
14〜21％
21％〜

〜7％
7〜14％
14〜21％
21％〜

〜7％
7〜14％
14〜21％
21〜28％
28％〜
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　なお、75歳以上を高齢者とする本ワーキンググループの提言の趣旨から考える
と、本来75歳以上人口割合で上記の分類を行うべきと考えられるが、今のところ、
本提言が平均寿命の長い先進国の老年学に主として適用できる議論であることか
ら、途上国を含む世界各国の比較にしばしば用いられる高齢社会の定義には、あえ
て従来通り、65歳以上の人口の割合を基準に用いた。将来的に世界各国で人口の高
齢化が進行することが予想され、75歳以上の人口割合による高齢社会の定義を考慮
すべきであると思われる。

1）	 The World Bank. Health Nutrition and Population Statistics: Population estimates and projections. 
Available at: http://databank.worldbank.org/data/reports.aspx?source=Health%20Nutrition%20
and%20Population%20Statistics:%20Population%20estimates%20and%20projections.

2）	 QGIS Desktop 2.8.2. Available at: http://www.qgis.org/ja/site/.

◇ 文献
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　近年の高齢者の死亡率・受療率、身体的老化、歯の老化、心理的老化など、心身の
老化現象の出現に関する種々のデータの経年的変化を検討した。その結果、現在の
高齢者においては10～20年前と比較して加齢に伴う身体・心理機能の変化の出現が
5～10年遅延しており	「若返り」	現象がみられている。特に、従来、高齢者とされて
きた65歳以上の人でも、65～74歳のいわゆる	「前期高齢者」	においては、心身の健
康が保たれており、活発な社会活動が可能な人が大多数を占めている。また、各種
の意識調査の結果によると、社会一般においても、従来の65歳以上を高齢者とする
ことに否定的な意見が強くなっており、内閣府の調査でも70歳以上、あるいは75
歳以上を高齢者と考える意見が多い。	「支えられるべき高齢者」	に関する意識はさ
らに5歳程度、高齢となる。
　一方、社会的な面の老化の指標を検討したところ、心身の老化のような明確な傾
向は認められなかった。これは、労働、社会活動など社会的な老化現象の出現が心
身の健康や、国などの各種制度によって規定されるためと考えられた。

　以上を踏まえ、本ワーキンググループとしては、主として心身の老化現象の出現
のありようを根拠にして、75歳以上を高齢者の新たな定義とすることを提案する。
もっとも、老化現象の出現には成長・発達現象と比較して個人差が大きく、年齢に
よる区切りを設けたとしても、それ以下の年齢の人が老年学・老年医学の研究・実践
の対象としないということにはならない。近年、高齢期の老化現象の出現に対して、
それ以前の時期のライフスタイルの予防効果が指摘されており、75歳未満のいわ
ば高齢準備期もまた老年学・老年医学の重要テーマであると考えられる。このよう
な意味から、65～74歳の年齢を准高齢者と呼ぶことを提言する。一方、従来の超高
齢者（oldest-old）については、世界的な平均寿命の延伸に伴い、平均寿命を超えた90
歳以上とするのが妥当ではないかと考えた。以上まとめると、65歳以上の人・時期
は以下のように分類される。

まとめ

提言：高齢者の新たな定義

65～74歳 准高齢者・准高齢期（pre-old）
75歳～ 高齢者・高齢期（old）

なお、高齢者のなかで、超高齢者の分類を設ける場合には、90歳以上
とし、超高齢者・超高齢期（oldest-oldないしsuper-old）と呼称するも
のとする。
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　今回の提言は、加齢に伴う心身の健康度の低下（老化現象）が生じる割合が高い集
団として高齢者を定義し、老年学・老年医学の主要な目標とするものである。と同
時に、単に老年学・老年医学という学問領域の中における議論にとどまらず、社会
的にも保健医療的にも大きな意義があるものと考える。准高齢期、高齢期において
は、種々の社会活動（有償労働、ボランティア、趣味・余暇など）を行うことが、その
後の健康維持に大きな役割をはたすことが知られており、国としてこのような社会
参加を促進するような仕組みを保証していくことが、国の活力を増すことにつなが
るであろう。また、国民の間で高齢者のイメージを変えることにより、個人のライ
フプランへの考え方を変えていくことにつながることが期待できる。

　今回の提言について留意すべき点がある。
　第一に、本報告書では、老年学・老年医学の研究対象として75歳以上を高齢者と
するということを提言しており、国の各種の制度における高齢者の定義とはおのず
から意味が異なる。本ワーキンググループでは、年金、定年、医療費などの各制度
でどのような定義をすべきという議論は行っておらず、そのような提言をする意図
はない。ただ、われわれの提言の結果として、高齢者の活発な社会活動が促進され
れば、同世代の社会的弱者とよばれる人たちを助け、また若年層の負担を軽減する
ことにつながり、わが国における社会保障制度をより一層強化し、かつ持続可能な
ものすることにつながる効果があると考える。
　第二に、75歳以上が一応の定義であるが、前述したように高齢者は心身の健康度
や社会活動度において多様性のある集団であり、今回の提言によって社会的なラベ
ルを貼ることが趣旨ではない。75歳以上になっても、心身ともに健康で意欲のある
人は引き続き社会活動に参加すべきであろう。しかし、准高齢期あるいは高齢期に
なり、有償労働の場からの撤退を希望する者に対しては、当然、そのような選択肢
を許容すべきである。
　第三に、本ワーキンググループの提言する今回の定義は主として先進国の高齢化
事情を念頭においている。しかし、平均寿命の延伸と 「若返り」 現象が世界的に広
がるようになれば、世界的に通用する概念であると考えている。
　第四に、本ワーキンググループの使用したデータは主として最近の数十年のもの
で、小児成人病の増加など若年層の健康問題が指摘される中、将来もこのような心
身の老化現象の遅延が持続するかどうかは不明である。この点については、今後の
医学・医療に課せられた大きな課題と言える。

　老年学、老年医学の学問における高齢者の定義に関する今回の提言が、社会に活
発な議論を呼びおこし、高齢者の社会的イメージを変え、高齢者の活発な社会活動
を促進する契機になることを期待する。
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